
＜様式２＞

１ 評価施策名 担当部課室 産業労働部 経営支援課

重点戦略 Ⅱ 地域を支える産業の振興

戦略プログラム 企業の「稼ぐ力」強化プログラム

施策名 【重点】企業の持続的な成長・発展支援

指標名 経営革新に取り組む中小企業・小規模事業者数
年度 2021 2022 2023 2024

目標値 100 200 300 400

現況値 実績値 119

目標値 達成率 119%

備考 達成度 4

指標名 従業員１人当たり売上高（生産性向上指標）
年度 2021 2022 2023 2024

目標値 26,100 27,300 27,700 28,600

現況値 実績値 25,058

目標値 達成率 96%

備考 達成度 3

３ 関連する事業名

４ 施策達成レベル

3.5

５ 施策推進による主な成果

６ 今後の施策推進に向けての課題

2022年度　施策評価シート(2021年度実績)

２ 生き活き指標(推進施策の指標)の進捗(達成)状況

96社／年（2016～2019年度の平均）

400社（４年間累計）

目標値は2021～2024年度の累計

28,254千円／年（2018年）

28,600千円／年

・中小企業経営革新支援事業
・経営革新によるデジタル化推進事業
・県中小企業支援センター事業

生き活き指標又は推進施策の指標の達成度を
平均して施策達成レベルを算出

　（公財）岡山県産業振興財団、商工団体等の支援機関と連携を図り、中小企業の新商品・新技術の開発や新分野進出等の経営革
新を進めた。特に経営革新計画によるデジタル化推進事業を併せて実施したことで、デジタル技術を活用した新たな取組にチャレ
ンジする事業者が増加した。
　また、県中小企業支援センターでは、新型コロナウイルス感染症により影響を受けている事業者等を支援するため、経営全般の
相談に対応する特別相談窓口を設置し、各種相談へ対応するとともに、デジタル化の推進、新事業展開等の専門性の高い案件につ
いては専門家派遣による支援を行った。

　ポストコロナを見据え、県内中小企業のデジタル化の促進等による生産性向上や企業力強化に向けた取組を促進するため、支援
機関と連携して、経営革新計画に取り組む企業を掘り起こし、計画内容のブラッシュアップや計画承認企業の計画目標達成に向け
たきめの細かい支援を行い、企業の経営安定と競争力強化を図る。
　また、新型コロナウイルス感染症の影響に加え、原油価格・物価高騰等の経済環境の変化の影響により、県内中小企業は依然と
して厳しい経営状況にあることから、引き続き、状況把握や相談対応等を行う必要がある。



＜様式２＞

１ 評価施策名 担当部課室 産業労働部 産業振興課

重点戦略 Ⅱ 地域を支える産業の振興

戦略プログラム 企業の「稼ぐ力」強化プログラム

施策名

指標名
年度 2021 2022 2023 2024

目標値 25 50 75 100

現況値 実績値 44

目標値 達成率 176%

備考 達成度 5

３ 関連する事業名

４ 施策達成レベル

5.0

５ 施策推進による主な成果

６ 今後の施策推進に向けての課題

2022年度　施策評価シート(2021年度実績)

【重点】Society5.0の時代に対応するイノベーションの推進

２ 生き活き指標(推進施策の指標)の進捗(達成)状況

企業と大学との共同研究センターにおける産学連携等に向けた
マッチング支援件数

26件／年（2019年度）

100件（４年間累計）

目標値は2021～2024年度の累計

・大学と連携した地域産業振興事業
・中小企業の第４次産業革命対応支援事業
・ＥＶシフトに対応した産業・地域づくり推進事業

生き活き指標又は推進施策の指標の達成度を
平均して施策達成レベルを算出

・企業と大学等とのマッチング支援件数44件、共同研究等取組件数31件と多くの実績を上げ、共創コンソーシアムからは、マッチ
ング12件、共同研究８件（ともに上記の内数）が成立した。
・第４次産業革命への対応促進について、ＩｏＴ導入等を支援するサポーターを設置するとともに、情報関連企業で構成する協力
隊の企業派遣や、人材育成セミナー等の実施により、企業のＩｏＴ等の導入促進につなげた。
・ＥＶシフトにより自動車の部品点数が減少するなどサプライヤーへの影響が危惧される中、「岡山県におけるＥＶシフトへの対
応方針」に基づき、経営と技術の両面からの最新情報の収集や提供、研究開発の推進等に取り組み、県内自動車関連企業のＥＶシ
フトへの対応を支援した。

・共創コンソーシアムから形成されるワーキンググループの設置数が多くないため、企業同士の連携を促す取組を行い設置数を増
やす必要がある。
・第４次産業革命への対応促進については、企業におけるＩｏＴ等のデジタル技術導入に向けた取組をさらに加速させていくため
、中小企業の意識の底上げを図り、社会的ニーズ等を踏まえながら事業を実施する必要がある。
・ＥＶシフトにより部品のユニット化や製造過程での脱炭素化など、新たな課題が顕在化してきており、こうした課題にも対応で
きるよう、支援の強化に取り組む。



＜様式２＞

１ 評価施策名 担当部課室 産業労働部 マーケティング推進室

重点戦略 Ⅱ 地域を支える産業の振興

戦略プログラム 企業の「稼ぐ力」強化プログラム

施策名 【重点】地域特性を生かしたマーケティング戦略の展開

指標名 あっせん・サポート等による取引成立件数
年度 2021 2022 2023 2024

目標値 275 450 505 530

現況値 実績値 484

目標値 達成率 176%

備考 達成度 5

３ 関連する事業名

４ 施策達成レベル

5.0

５ 施策推進による主な成果

６ 今後の施策推進に向けての課題

2022年度　施策評価シート(2021年度実績)

２ 生き活き指標(推進施策の指標)の進捗(達成)状況

442件／年（2016～2019年度の平均）

530件／年

・岡山フードバレー推進事業
・目指せ新販路！首都圏バイヤー連携事業
・岡山県産の日本酒ブランディング・プロモーション事業
・海外ＥＣ導入・スキルアップ支援事業
・下請企業振興事業
・おかやまテクノロジー展開催事業
・オンラインによる下請け取引支援事業

生き活き指標又は推進施策の指標の達成度を
平均して施策達成レベルを算出

オンライン商談会の開催や各種商談会への出展、コーディネーターによる原材料調達や加工等のマッチングにより、県内企業の取
引拡大に寄与することができた。また、広域専門調査員や企業訪問等により収集した県内外の受発注情報を基にした下請取引のあ
っせんや約２年ぶりとなるリアルの大規模展示商談会の開催により、コロナ禍の影響で受注量が減少し、新規受注先獲得のための
機会を望んでいる県内企業のビジネスマッチングと取引拡大に寄与することができた。

コロナ禍の影響による売上減少等で、販路拡大に対する県内事業者のニーズは高まっており、引き続き、新たな市場開拓に取り組
む県内事業者を、リアル、オンライン又はハイブリッドによる展示会、商談会への出展等により効果的に支援する必要がある。ま
た、新型コロナウイルス感染症の影響によるサプライチェーンの寸断や毀損、自動車産業のＥＶシフトへの対応など大きな変化が
想定されることから、県内関連企業等が安定した生産活動を継続できるよう、引き続き、県内外における新たな取引先の開拓に向
けた支援が必要である。



＜様式２＞

１ 評価施策名 担当部課室 産業労働部 産業振興課

重点戦略 Ⅱ 地域を支える産業の振興

戦略プログラム 企業の「稼ぐ力」強化プログラム

施策名 【重点】地域に活力をもたらす新ビジネスの創出支援

指標名 県融資制度に占める創業者の融資割合
年度 2021 2022 2023 2024

目標値 24.5 24.6 24.7 24.8

現況値 実績値 43.8

目標値 達成率 178.8%

備考 達成度 5

３ 関連する事業名

４ 施策達成レベル

5.0

５ 施策推進による主な成果

６ 今後の施策推進に向けての課題

2022年度　施策評価シート(2021年度実績)

２ 生き活き指標(推進施策の指標)の進捗(達成)状況

24.3％（2019年度）

24.8％

・ベンチャー創出育成推進事業
・知財活用人材育成事業
・起業家人材育成支援事業
・女性創業サポートセンター事業
・地域課題解決ビジネス支援事業
・地域課題解決型起業支援事業

生き活き指標又は推進施策の指標の達成度を
平均して施策達成レベルを算出

・県内インキュベーション施設との連携を一層強化するとともに、市町村・各種商工団体・金融機関など創業支援機関と連携し、
創業セミナー、専門家派遣、販路開拓、資金調達など創業段階から発展段階までの成長に応じた効果的な支援により、創業者の発
掘、育成を促進することができた。
・創業を目指す女性や女性起業家を総合的に支援することで、女性の創業を促進することができた。
・ビジネスの創出や拡大を行う基盤として、知的財産戦略は不可欠であるため、知的財産の基礎知識から知的財産の権利化や海外
展開まで、幅広く研修を実施し、企業活動での活用に繋がる効果を得た。

・創業支援機関等と連携して事業計画や創業後のフォローアップに一層取り組み、創業者の成長と事業安定化を支援するとともに
、ホームページや広報誌等を活用し、創業に関する各種支援施策の積極的な周知を図っていく必要がある。
・知的財産戦略について、知的財産の活用ができる人材を育成するため、引き続き、効果的な支援を実施する必要がある。



＜様式２＞

１ 評価施策名 担当部課室 産業労働部 経営支援課

重点戦略 Ⅱ 地域を支える産業の振興

戦略プログラム 企業の「稼ぐ力」強化プログラム

施策名 【重点】企業を支える産業人材の育成・確保

指標名 県内大学工学系学生の県内就職率
年度 2021 2022 2023 2024

目標値 30.6 31.0 31.5 32.0

現況値 実績値 36.4

目標値 達成率 119%

備考 達成度 4

３ 関連する事業名

４ 施策達成レベル

4.0

５ 施策推進による主な成果

６ 今後の施策推進に向けての課題

2022年度　施策評価シート(2021年度実績)

２ 生き活き指標(推進施策の指標)の進捗(達成)状況

30.2％（2016～2019年度の平均）

32.0％

・プロフェッショナル人材戦略拠点事業
・デジタル人材育成事業
・サービス産業人材育成事業
・人材力強化支援事業
・高校生のものづくり技能取得支援事業

生き活き指標又は推進施策の指標の達成度を
平均して施策達成レベルを算出

　企業の若手から経営者までを対象として、企業ニーズの高い生産性向上やコミュニケーション力等をテーマした研修の他、急速
に進むデジタル化に対応したＩＴ活用やデータ分析等の研修メニューを新たに設けるなど、企業力強化に向けた様々な人材育成研
修を実施した。また、県内金融機関と連携して県内中堅・中小企業の求人ニーズを掘り起こし、高度な専門知識・技術・技能で課
題解決等の実績のあるプロフェッショナル人材とのマッチング支援を行い、県内中小企業の持続的成長・発展に必要な人材の育成
・確保を図った。
　高校生の技能検定合格に向けた支援（練習用の材料費等補助、低所得世帯等における試験手数料の免除）を行い、高校生の就職
率のアップにつなげ、県内産業を支える担い手の確保を図った。

　企業の生産性向上や経営力強化を図るため、企業にとっての成長力の源泉である産業人材の育成・確保の支援を強化し、企業の
稼ぐ力を向上させる。特に、新型コロナウイルス感染症を契機として急速に進展するデジタル化に対応し、デジタル化に向けた中
小企業の取組を推進する必要があるが、県の調査によると、企業のデジタル化の支障となっている大きな要因の一つが「人材の不
足」となっており、社内のデジタル化を推進する人材の育成・確保が急務となっている。
　ものづくり企業の人手不足は続いていることから、高校生のキャリア形成支援を継続的に行う必要がある。



＜様式２＞

１ 評価施策名 担当部課室 産業労働部 産業振興課

重点戦略 Ⅱ 地域を支える産業の振興

戦略プログラム 企業の「稼ぐ力」強化プログラム

施策名 【推進】地域産業の活性化

指標名 地域産業の製造品出荷額
年度 2021 2022 2023 2024

目標値 11,994 11,996 11,998 12,000

現況値 実績値 -

目標値 達成率 ※-%

備考 達成度 ※-

３ 関連する事業名

４ 施策達成レベル

-

５ 施策推進による主な成果

６ 今後の施策推進に向けての課題

2022年度　施策評価シート(2021年度実績)

２ 生き活き指標(推進施策の指標)の進捗(達成)状況

11,987億円（2018年）

12,000億円

直近の2020実績が2023年３月頃の公表となるため評価対象外とする。

・岡山デニム世界進出支援事業
・きらめき岡山創成ファンド支援事業
・研究開発支援事業

生き活き指標又は推進施策の指標の達成度を
平均して施策達成レベルを算出

研究開発や販路開拓などに取り組もうとする意欲ある県内企業に対し、きらめき岡山創成ファンドを活用した研究開発支援のほか
各種競争的資金等の情報提供を行うとともに、工業技術センター等の支援機関と連携した開発段階に応じた指導・助言や、海外進
出の支援を行い、地域産業の新技術・新製品の開発や販路拡大につなげた。

地域産業の活性化には、県内中小企業の新分野への展開を促し、新たな産業の創出につなげていくことが必要であり、新技術・新
製品の研究開発や、販路開拓・拡大等の支援をさらに充実させるとともに、各種支援制度の情報が小規模事業者にまで確実に届く
よう、きめこまかな情報発信に努める必要がある。



＜様式２＞

１ 評価施策名 担当部課室 産業労働部 工業技術センター

重点戦略 Ⅱ 地域を支える産業の振興

戦略プログラム 企業の「稼ぐ力」強化プログラム

施策名 【推進】先端技術による地域産業の強化・支援

指標名 工業技術センターが支援した県内企業数
年度 2021 2022 2023 2024

目標値 40 80 120 160

現況値 実績値 45

目標値 達成率 112.5%

備考 達成度 4

３ 関連する事業名

４ 施策達成レベル

4.0

５ 施策推進による主な成果

６ 今後の施策推進に向けての課題

2022年度　施策評価シート(2021年度実績)

２ 生き活き指標(推進施策の指標)の進捗(達成)状況

40件（2018年）

160件（４年間累計）

目標値は2021～2024年度の累計

・実用化技術開発事業
・提案公募型研究開発事業
・特別電源所在県科学技術振興事業

生き活き指標又は推進施策の指標の達成度を
平均して施策達成レベルを算出

提案公募により国等から採択された研究開発事業や技術シーズの実用化を図る実用化技術開発事業等により、産学官が連携して効
率的に技術開発を進め、地域企業における新技術の実用化や基盤技術の高度化に貢献した。また、特別電源所在県科学技術振興事
業を通じて、県内公設試験研究機関の設備機器の整備拡充を図るとともに、県内大学等に研究を委託して基盤技術の創出と科学技
術の振興を図り、県内企業との共同研究や技術移転に発展させることで地域の産業振興に貢献した。

今後とも、産学官が協力してものづくり基盤技術の高度化や実用化研究に効率的に取り組むとともに、企業ニーズに基づく技術相
談や施設設備の開放利用等を行い、県内企業への技術支援と研究成果の迅速な展開を進めていく必要がある。また、特別電源所在
県科学技術振興事業においては、より効果的な研究成果の普及を図る方策について検討し、より多くの共同研究や技術移転に発展
させていく必要がある。
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